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市政一般質問

岩永　愼太郎 議員

　現在、市が取り組んでいる住宅性能向上リフォーム
支援事業や店舗バリアフリー改修事業等は、申請の条
件や対象が狭い。平成27年度で終了した住宅リフォー
ム緊急支援事業は、広く市民が気軽に利用でき、業者
からも喜ばれていた。実績が証明済みであり、業者か
らも市民からも復活を望む声が上がり続けている住宅
リフォーム緊急支援事業の復活を求める。

宮田　真美 議員

多良岳のハイキングコース
の整備について

住宅リフォーム助成制度
の復活を求める

答

　今年１月に長崎市で開催されたダウン症の書道家、
金澤翔子さんの書道展はとても感動的であった。障害
者に対する思い込みや先入観が、障害者の実生活や就
労を阻害している面も大きいと思われる。就労支援の
実績を上げている大村市産業支援センターなどで障害
者の雇用に関する提言や提案などを含めた取り組みを
進めてほしいがどうか。

　山の遭難事故の約４割が「道迷い」と言われている。
多良岳山系を身近な市民の山として、安全登山を楽し
めるように、登山道の整備や山域全体の案内地図、貴
重な植生の案内、道迷いを無くすための道標の設置な
ど、大村市側の黒木を基点とする登山者の多い大村市
が、リーダーシップを発揮して行うべきと考えるがど
うか。

中瀬　昭隆 議員

障害者就労支援

　住宅リフォーム緊急支援事業は、緊急経
済対策として実施していたが、所期の目的

を達成したことや、さまざまな業種を対象に地場
企業の振興を図る必要があることを理由に事業を
終了した。なお、市では、住宅性能向上リフォー
ム支援事業や店舗バリアフリー改修事業に加え、
本年度から新たに、市内で３世代で同居・近居す
るための住宅の新築や取得、改修費用を補助する
３世代同居・近居促進事業を開始した。

答答 　大村市産業支援センターにおいては、就
労支援事業所を含む福祉関係からの相談を

受け付けており、昨年度延べ54件の相談があった。
今後も障害者等の希望や能力を生かした就労支援
の推進を就労支援事業所と連携しながら進めてい
きたい。

　多良岳山域の自然を観光に生かすために
「多良山系トレッキングマップ」を作成し、

登山による本市への誘客を図っている。登山者の
安全確保や事故防止を目的とした登山道の整備や
道標の設置については、山岳関係団体や山林の管
理者などの意見を伺いながら、本市での取り組み
を研究していきたい。また、山域のルート図や植
生の案内看板の設置については、県などと協議を
していきたい。

城　幸太郎 議員

小学校へのエアコン
設置について

　中学校へのエアコン設置は来年夏に向け計画が進ん
でいるが、小学校への設置計画はどうなっているのか。
小学校への設置台数は中学校の倍以上になるので、初
期投資の軽減、費用負担の平準化を考え、「リース方
式」や「ＰＦＩ方式」を採用している自治体が多く見
られる。このような手法について検討の余地があると
思うがどうか。

答 　小学校へのエアコン設置についても、な
るべく早くできないか検討をしている。導

入方法については、リース方式やＰＦＩ方式等も
含め、さまざまな手法を検討していきたい。

学校給食費の徴収は
教師の仕事にあらず

　文部科学省が取りまとめ、全都道府県に通知した
「学校における働き方改革に関する緊急対策」の中に、
給食費の徴収について「公会計化を基本とし、教師の
業務としないようにすること(趣意)」と明記されてい
る。大村市も３学期制移行の平成32年度に合わせて、
給食費を公会計とし、教職員の過剰労働の軽減を図る
べきではないか。　

答

神近　寛 議員

福祉・医療・保健

産業・経済・労働

産業・経済・労働

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

　中学校全６校に設置する予定の空調設備はいつから
使えるのか。また、文部科学省は今年４月の学校環境
衛生基準改正で、教室等の適温を10度以上30度以下
から17度以上28度以下に変更しているが、小学校に
温度や湿度などを計測する熱中症計は設置しているの
か。また、学習意欲向上のため、小学校にも早急に空
調設備を設置できないか。

永尾　髙宣 議員

小中学校の空調設備設置
実現を目指して！！

答 　中学校の空調設備の供用開始時期につい
ては、平成31年度を予定している。また、

小学校への熱中症計の設置については、現在、15
校中９校に設置しているが、今後、全校に設置す
るよう対処していきたい。
また、小学校の空調設備
に関しては、引き続き協
議を進めていく。

　給食費の公会計化については、学校給食
事務の透明性の向上、保護者負担の公平性

の確保、学校事務負担の軽減等、学校給食が抱え
る課題に適切に対応するために必要なことと考え
ている。しかし、公会計へ移行するためには、シ
ステムの構築等、検討すべき課題が多くあるため、
公会計化を実施している先進都市の事例や、本年
度、文部科学省が示すガイドラインを踏まえ、平
成32年度の実施に向けて取り組んでいきたい。

　来年11月末の開館に向けて、県立・市立一体型図書
館の建設が進められているが、市立図書館について、
図書の搬入など移転作業のスケジュールはどのように
なっているか。来年の夏休みに子どもたちや親子対象
の見学会が実施できないか。また、市民を対象にした
見学会についての検討はなされているのか。

伊川　京子 議員

県立・市立一体型図書館
の開館に向けて

答 　市の図書資料は約15万冊を搬入する予
定である。そのうち、書庫や団体貸し出し

分の約７万冊は、竣工後すぐに移転可能であるが、
残りの約８万冊は、県の図書を並べた後のほうが
効率的であるため、県の図書移転の詳細なスケ
ジュールに沿って計画する。
また、子どもたちの夏休みの
見学会や、建物の竣工後の市
民対象の見学会は、県と協議
を行い、前向きに検討したい。

　通学路の安全確保については、集団下校やボラン
ティア団体によるパトロール、見守り活動など、さま
ざまな取り組みが行われているが、子どもたちが被害
に遭いそうな事案は後を絶たない。防災情報メールマ
ガジンなどによる不審者情報の配信や、市民による
セーフティーネットワークとの連携は、大いに有効と
考えるがどうか。

岩永　愼太郎 議員

子どもたちの通学路の
安全確保について

答 　不審者情報の配信については、市ホーム
ページや防災ラジオ、フェイスブックや

ＬＩＮＥ等を活用し、注意喚起を行っていきたい。
また、関係諸団体との連携については、青少年健
全育成連絡協議会や少年補導委員連絡協議会、Ｐ
ＴＡ、自転車マナーアップ推進協議会など各団体
と相互に連携し、子どもたちが安心して通学でき
る安全な環境づくりに努めている。今後もより一
層の連携強化を図っていきたい。
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